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基 本 理 念 

 

“あすの赤穂”をになうこころ豊かで自立する人づくり 

 

教育は、人格の完成を目指し、平和で民主的な国家及び社会の形成

者として必要な資質を備えた心身ともに健康な国民の育成を期して行

われるものです。そして、「予測困難な時代」といわれるこれからの社

会において、その変化に受け身で対処するのではなく、主体的に向き

合って関わり合い、よりよい社会と幸福な人生の作り手となっていけ

るよう、あらゆる機会にあらゆる場所において学習することができ、

その成果を適切に活かすことができる社会の実現が図られなければな

りません。 

そのため、赤穂の人々が生涯にわたり夢と志をもち、学校教育、歴

史や文化、スポーツを通じて個性や能力を発揮し、主体的に活躍でき

る教育環境の整備と地域コミュニティの構築を推進し、次代をになう

自立する人づくりを目指します。 
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１ 計画策定の趣旨 

  平成18年(2006年)12月、制定から約60年ぶりに教育基本法の全面改正が行われ､教育行政に

ついては、国の責任と地方公共団体との適切な役割分担を明示するとともに、地方にも地域の

実情に応じた教育振興基本計画の策定に努めることが規定されました。 

また、兵庫県においては、平成31年2月令和６年３月に第3４期「ひょうご教育創造プラン（兵

庫県教育基本計画）」を策定し、基本理念を「兵庫が育む こころ豊かで自立する人づくり」

とし、「『未来への道を切り拓く力』の育成」「『絆』を深め、『在りたい未来』を創造する

力の育成」を重点テーマに加え、子どもが将来の夢や目標に向かって主体的にキャリア形成と

自己実現を目指す子どもたち自身が必要な資質・能力等を身に付けていけるよう、学校、家庭、

地域、行政等、社会全体が支えていくという視点を改めて重視した取組が進められています。 

  こうした動きのなか中において、教育の根本的な改革と同時に、社会情勢の変化に合わせた

新しい時代を拓く教育を構築していく必要があります。 

  赤穂市（以下、「本市」という。）では、「2030 赤穂市総合計画」における４つの柱※のひ

とつに『人』「歴史と文化が息づく人とコミュニティを育むまちづくり」を設定しています。

その実現を目指す教育計画については、総合計画の部門計画として位置づけ、総合的・計画的

に教育課題に取り組むこととしています。 

そこで、赤穂市教育委員会においては、平成 23 年３月に策定した「赤穂市教育振興基本計

画」が令和２年度に終了することから、社会の変化やそれに伴う教育課題を踏まえ、新たに「第

２期赤穂市教育振興基本計画」を策定するものです。し、「“あすの赤穂”をになうこころ豊

かで自立する人づくり」の実現に向けた取り組みを進めてきたところです。 

この度、少子高齢化と人口減少の進行、技術革新の進展やグローバル化など計画期間中に生

じた社会潮流の変化や新たな教育課題に対応するため、各施策の進捗状況等を勘案し、計画の

中間年である令和７年度に必要な見直しを行うものです。 

 

※ 2030 総合計画の４つの柱 

     社会潮流や市民の皆様の意識を踏まえ、将来にわたりまちの活力を保ち続けるため、また本市の魅力を未来

に引き継ぐための基本的な方向性を『安心』・『快適』・『元気』・『人』の４つの柱として設定している。 

『安心』 誰もが健やかに暮らせる安心と安全のまちづくり 

『快適』 自然環境と都市環境とが調和した住みよいやすいまちづくり 

『元気』 産業と地域資源を活かした魅力あふれるまちづくり 

『人』  歴史と文化が息づく人とコミュニティを育むまちづくり 

 

第１部 計画策定の趣旨等 
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教育基本法（抜粋） 

 （教育振興基本計画） 

第１７条 政府は、教育の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、教育の振興に関する施策につ

いての基本的な方針及び講ずべき施策その他必要な事項について、基本的な計画を定め、これを国会に報告する

とともに、公表しなければならない。 

２ 地方公共団体は、前項の計画を参酌し、その地域の実情に応じ、当該地方公共団体における教育の振興のため

の施策に関する基本的な計画を定めるよう努めなければならない。 



- 4 - 

 

  

２ 計画の構成 

 赤穂市教育振興基本計画（以下「教育振興基本計画」）は、基本構想、基本計画及び実施計画

で構成され、それぞれの役割は次のとおりです。 

 

 

基本構想 

   (１０年間) 

① 基本構想 

基本構想は、基本計画と実施計画の基礎となり、本市の教育の

目指すべき姿と、それを達成するために必要な振興施策の大網を

定めます。 

期間は令和３年度（2021年度）から令和12年度(2030年度)まで

の10年間とします。 

               

 

基本計画 

  (前期５ヵか年) 

  (後期５ヵか年)  

② 基本計画 

基本計画は、本市の教育施策の基本的方向を明らかにするもの

で、基本構想における教育の姿及び施策の体系を具体化するため

の指針として定めますが、社会潮流や事業の進捗状況等を勘案し

、必要に応じて見直しを行います。期間は、令和３年度（2021年

度）から令和７年度 (2025年度）までの前期５ヵか年と令和８年

度（2026年度）から令和12年度（2030年度）までの後期５ヵか年

とします。 

                

 

実施計画 

   (毎年度) 

③ 実施計画 

実施計画は、基本計画で定めた施策を実施するための計画であ

り、具体的な内容(事業や目標)については、社会情勢や教育行政

を取り巻く環境、また財政状況の変化に影響を受けることから実

施計画(赤穂市教育努力目標)を定め、毎年度事業の見直しを行い

ます。 
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３ 計画の期間 

  

令和3年度 

(2021) 

 

令和4年度 

(2022) 

 

令和5年度 

(2023) 

 

令和6年度 

(2024) 

 

令和7年度 

(2025) 

 

令和8年度 

(2026) 

 

令和9年度 

(2027) 

 

令和10年度 

(2028) 

 

令和11年度 

(2029) 

 

令和12年度 

(2030) 

基本構想 

 

 

 

 

 

 

  

 

     

基本構想（10年間） 

   

基本計画 

 

 

  

 

 

前期5ヵか

年 

 

 

 

 

 

 

     

基本計画（10年間） 

    後期5ヵか

年 

実施計画 

  

 

       

 

 

 

  

     

赤穂市教育努力目標（毎年度見直す） 

     

  

４ 計画の特徴 

（１）広く意見や考え方を反映した計画 

教育振興基本計画策定にあたっては、計画骨子（案）の検討段階から、学識経験者、社会教

育委員、教育委員会事務局の関係部署、学校園所及び保護者並びに市民公募委員から構成する

検討委員会及び教育委員会で議論を重ね、また市民意見聴取（パブリックコメント）を通しじ

て、市民の皆様に教育振興基本計画策定のプロセスに広く参加いただき、その意見や考え方を

反映しながら教育振興基本計画を策定しています。 

  

（２）目標指標を設定した計画 

進行管理を適切に行いながら､教育振興基本計画の達成度を検証するため、基本計画におけ

る実践目標に主な目標指標を設定しています。 

 

 

 

 

 

 

 見直し作業

作業 
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５ 基本計画の中間改定について 

（１）見直し基本方針 

令和 12 年度を目標年次として令和３年３月に策定した第２期赤穂市教育振興基本計画は、

赤穂市総合計画における４本の柱のひとつである『人』「歴史と文化が息づく人とコミュニテ

ィを育むまち」を実現するための部門計画として位置づけられており、教育委員会は「“あす

の赤穂”をになうこころ豊かで自立する人づくり」を基本理念として様々な施策に取り組んで

きました。 

このうち、基本構想における教育の姿及び施策の体系を具体化するための指針として定めた

基本計画は、計画期間中に生じた社会潮流の変化や新たな教育課題に対応するため、各施策の

進捗状況等を勘案し、中間年である令和７年度（2025年度）において必要な見直しを行うこと

としました。 

 

（２）見直し方法と基本的な考え方 

ア 赤穂市の教育の将来像とそれを実現するための方針を明らかにした基本構想は見直しの

対象としていません。（本計画の基本理念、重点目標及び基本施策） 

 

イ 基本計画については、以下の方針に基づき見直しを行いました。 

現状と課題 
社会情勢の変化により適正な表現への時点修正及び新たな課題につ

いて追記・修正を行います。 

基本方針 
趣旨を変えることなく、社会情勢の変化による適正な表現への時点修

正を行います。 

施策の取組 

施策の検証に基づき、既に終了、廃止になっているものは削除を、ま

た、新たな取組が必要な場合は追記を行います。さらに、社会情勢の

変化による適正な表現への時点修正も合わせて行います。 

主な目標指標 

令和６年度（2024年度）の実績値を参考に、令和 12年度（2030年度）

の目標数値等を設定します。また、新たな指標が必要な場合は、追記

を行います。 

その他 必要に応じ用語（注釈）の修正を行います。 
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１ 教育を取り巻く社会情勢等 

（１） 超スマート社会（Society5.0）※の到来  

ＩｏＴ※やビッグデータ※、ＡＩ※等をはじめとする技術革新が一層進展し、社会や生活を大き

く変えていく超スマート社会（Society5.0）が到来しつつあります。ＡＩの発展によって近い将

来多くの職種がコンピュータに代替されるとの指摘がある時代だからこそ、他者と協働し、人間

ならではの感性や創造性を発揮しつつ新しい価値を創造する自ら問いを立て、生涯にわたって主

体的に学び続ける力を育成することが一層重要になっています。 

本市においても、次代を生き抜く子どもたちの教育環境の質的向上を図るため、国の「ＧＩＧ

Ａスクール構想※」の前倒しにより整備するを推進しています。児童生徒一人一台タブレット端

末等のＩＣＴ※機器を効果的に活用することでした授業の充実を図り、主体的に情報を収集・比

較・選択し、効果的に表現する等、「個別最適な学び」と「協働的な学び」を充実させ、主体的

に課題を発見し、情報を活用して解決策を探求する「情報活用能力」の育成に取り組んでいく必

要があります。 

 

※ 超スマート社会（Society5.0） 

狩猟社会（Society1.0）、農耕社会（Society2.0）、工業社会（Society3.0）、情報社会（Society4.0）

に続く、新たな社会を目指すもので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未来社会の姿と

して提唱された。サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムに

より、経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会（Society）のこと。 

 

※ ＩｏＴ 

Internet of Thingsの略語で、家電、自動車などさまざまなモノに通信機能を搭載してインターネットに

接続・連携させる技術のこと。 

 
※ ビッグデータ  

様々な形をした、様々な性格を持った、様々な種類のデータのことで、インターネットの普及や、コンピ

ュータの処理速度の向上などに伴い生成される、大容量のデジタルデータを指す。 

 
※ ＡＩ 

Artificial Intelligenceの略語。学習・推理・判断などの人間が行っている知的な作業をコンピュータ

上で人工的に実現する技術。一般的に人工知能と呼ばれている。 

 

※ ＧＩＧＡスクール構想 

Global and Innovation Gateway for All の略語で、義務教育の児童生徒一人一台端末と、高速大容量の

通信ネットワークを一体的に整備し、多様な子どもたちを誰一人取り残すことなく、公正に個別最適化され

た学びを全国の学校現場で持続的に実現させる国の構想のこと。義務教育における児童生徒一人一人に端末

を配備し、高速大容量の通信ネットワークと一体的に整備する国の構想。これにより、多様な子どもたちを

誰一人取り残すことなく、公正かつ個別最適化された学びを全国の学校現場で継続的に実現することを目指

している。 

 

※ ＩＣＴ 

Information and Communication Technology の略語で、情報通信技術の意味を表し、インターネット等

第２部 教育をめぐる現状と課題 
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の通信とコンピュータとを駆使する情報技術のこと。 

 

（２）人生100年時代※への移行 

医療体制の充実、医学の進歩、生活水準の向上等により、平均寿命は著しく伸長し、人生100

年時代を迎えつつあります。こうしたライフサイクルの中では、若年期において、知識・技能、

思考力・判断力・表現力など、学びに向かう力・人間性の涵養といった資質・能力を身に付ける

ことに加え、人生100年時代をより豊かに生きるため、生涯にわたって自ら学習し、自己の能力

を高め、働くこと働き方の選択肢を増やすことや、地域や社会の課題解決のための活動につなげ

ていくことの必要性が一層高まっていきます。 

本市においても、子どもたちの「学びに向かう力」を育む教育活動の充実とともに、全世代の

市民が、図書館の利用や文化・芸術・歴史・スポーツに親しむなど、人生を豊かにする生涯学習

※に取り組める環境づくりを推進していく必要があります。 

 

※ 人生100年時代 

日本は長寿大国であり、寿命が100年前後まで伸びる時代の到来が予測されている。100年という長い人生

をより充実したものにするために、人生の選択肢が多様化する中、幼児教育から小・中・高等学校教育、大

学教育、更には社会人の学び直しに至るまで、生涯にわたる学習がますます重要になると考えられる。 

 

※ 生涯学習 

教育基本法第３条で、生涯学習の理念として「国民一人ひとり一人が、自己の人格を磨き、豊かな人生を

送ることができるよう、その生涯にわたって、あらゆる機会に、あらゆる場所において学習することができ、

その成果を適切に生かすことのできる社会の実現が図られなければならない。」と規定している。 

 

（３）グローバル化※の進展 

現在の社会は、グローバル化が加速し、世界の国々との相互影響と依存の度合いは急速に高ま

っており、相互依存関係が急速に深まっています。貧困や、紛争、感染症や、環境問題、エネル

ギー資源問題等、地球規模の人類共通の課題が増大する中、こうした課題を解決するため、国際

連合はが掲げる「持続可能でよりよい世界を目指す国際指標な開発目標（ＳＤＧｓ※）」を掲げ、

各国に取組を求めていますの達成に向けた取組は、引き続き重要な課題です。その中でこのよう

な時代において、教育の役割がはこれまで以上に注目されており、います。日本が抱える社会問

題や地球規模の問題を自ら発見し、解決できる能力を有した、グローバルにな舞台で活躍するで

きる人材の育成が重要不可欠です。また言語や文化が異なる人々と主体的に協働していくことが

できるよう、国内外の様々な場においてで、外国語で躊躇せずを用いて臆することなく意見を述

べ、他者と交流し、共生していくために必要なのコミュニケーション能力等を育成していくする

ことが重要です。 

本市においては、これまでも外国語指導体制の強化を図るとともにり、英語の４技能（「聞く

こと」「読むこと」「話すこと」「書くこと」）のバランスのとれた授業改善を進めており、き

ました。引き続き、グローバルに活躍できる人材の育成に取り組んでいく必要があります。 

 
※ グローバル化 

国家・文化・経済・政治等、人間の諸活動やコミュニケーションについて、国や地域等の地理的境界や枠
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組みを超えて地球規模で統合・一体化が進むこと。 

 

※ ＳＤＧｓ（エス・ディ・ジー・ズ） 

Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）の略語で、「誰一人取り残さない」持続可能で

よりよい社会の実現を目指す世界共通の目標のこと。2030 年を達成年限とし、17 のゴールと169 のターゲ

ットから構成されている。 

 

（４）ＩＣＴ※の活用などによる学力向上への取組 

経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）が2018年2022年に実施した、生徒の学習到達度調査

（PISA20182022）においてよると、日本の学力は、数学的リテラシー及び、科学的リテラシーは、

引き続き、安定的に世界のトップレベルにあるものの、読解力については、ＯＥＣＤ平均より高

得点のグループに位置しているが、前回より平均得点・順位が統計的に有意に低下しているとの

結果でした。ＯＥＣＤ平均※は低下した一方、日本は、数学的リテラシー、読解力及び科学的リ

テラシーの３分野すべてにおいて前回2018年調査より平均得点が上昇しました。 

またしかし、生徒のＩＣＴの利用状況についてはを見ると、日本は、学校の授業でのにおける

利用時間が短く、学校外では多様な用途で利用しているものの、チャットやゲームに偏っている

傾向があることがわかっています。情報の収集・記録・分析・報告などの場面でデジタル・リソ

ースを活用する頻度は他国に比べて低い傾向があります。 

本市においては、未来を切り拓く子どもたちの資質・能力を確実に育成するため、全国学力・

学習状況調査の分析結果などを踏まえ、児童生徒の学力向上に取り組むとともに、国の「ＧＩＧ

Ａスクール構想」等を踏まえ参考に、ＩＣＴ機器をの活用した授業の充実を通じ、個別最適な学

びと協働的な学びの一体的な充実を図る必要があります。 

 

※ ＩＣＴ：Ｐ７の注釈参照 

 

※ ＯＥＣＤ平均 

経済協力開発機構（OECD）に加盟している各国の数値を平均した値のことで、主に、加盟国間の経済状況、

教育水準、社会指標などを比較する際に用いられる。 

 

（５）不登校児童生徒への支援 

不登校児童生徒に対しては、児童生徒の社会的自立に向けた様々な支援が行われていますが、

不登校児童生徒その数は高い水準で推移しており、喫緊の課題となっています。こうした中、平

成28年12月に文部科学省から「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等

に関する法律」が公布され、平成29年３月には国において法に基づく基本的な方針が策定されま

した。兵庫県では、国の不登校対策『COCOLOプラン』（令和５年３月策定）も踏まえ、令和５年

度から学校・地域・支援関係機関・教育行政が連携して、全県一丸となった「ひょうご不登校対

策プロジェクト」を推進しています。 

本市においても、赤穂市不登校問題対策委員会等において、で情報交換を図る行うほか、市内

全中学校及び一部小学校に心の教育室相談員（不登校児童生徒支援員）を配置し、不登校の兆候

が見えたられる児童生徒に対して、その要因や背景に応じた適切な支援の研究を進めるとともに、

不登校児童生徒に対しては、・実施を進めています。また、赤穂市青少年育成センターに設置し
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たている教育支援センターふれあい教室（適応指導教室）等を活用し、教育相談や学習支援に取

り組んでいます。教育相談、学習・生活支援及び体験活動を通じて社会的自立に向けた取組を推

進しています。今後は、不登校児童生徒へのオンライン授業の活用など、さらなる支援に取り組

むの充実を図る必要があります。 

 

（６）働き方改革 

働き方改革関連法の成立によりを契機として、労働者の時間外労働のに上限が示さ設けられる

など、労働環境の改善を図ろうとする気運が高まり、に向けた取組が加速しています。学校現場

においても、教職員のが多岐多様にわたる業務がを抱え、長時間勤務となっているが常態化して

いる実態から、働き方改革は急務の推進は喫緊の課題となっています。 

本市においても、教職員のこれまでの働き方を見直し、教職員が担う業務の明確化・適正化な

どを図ることで、学校における働き方改革を進めることにより、推進していく必要があります。

教職員自らの人間性や創造性を高め、子どもたちに対する効果的な教育活動の実現につなげるな

ど、教育の質の向上を図ることが重要です。効果的な教育活動を通じて、子どもたちに対する教

育の質を向上させることが重要です。 

 

（７）学習指導要領の改訂 

全国で統一のされた教育水準を保つための教育課程（カリキュラム）の基準である学習指導要

領が改訂され、小学校は令和２（2020）年度から、中学校は令和３（2021）年度から新たな学習

指導要領（以下、「学習指導要領」という。）の下での教育となりましたが行われています。 

新しい学習指導要領では、主体的・対話的で深い学び（アクティブ・ラーニング）の視点での

授業づくり、を重視した授業づくりが求められています。また、カリキュラム・マネジメント※

の確立を通じて、「知識及び技能」「思考力、判断力、表現力等」「学びに向かう力、人間性等」

の３つの柱となる資質・能力をバランスよく育むことを目指しが目指されています。 

またさらに、予測できない社会変化に受け身で対処するのではなく、主体的に向き合って関わ

り合い、その過程を通して、自らの可能性を発揮し、よりよい社会と幸福な人生の創り手となっ

ていけるようにするを創り出すことが求められています。そのためこれにより、児童生徒が様々

な変化に積極的に向き合い、他者と協働して課題を解決していく力や、様々な情報を見極めて再

構成し、新たな価値につなげていくことができるを創出するコミュニケーション能力などの資質

能力のを育成を目指しますすることが重要です。 

 

※ カリキュラムマネジメント 

「社会に開かれた教育課程」の理念の実現に向けて、学校教育に関わる様々な取組を、教育課程を中心

に据えながら、組織的かつ計画的に実施し、教育活動の質の向上につなげていくこと。 

 

（８）感染症対策等を踏まえた新たな生活様式への対応 

「新型コロナウイルス感染症」により、令和2年3月、学校が臨時休業となる等、コロナ禍にお

いて長期的な対策が求められる中、児童生徒の教育を受ける権利を保障し、学校園所における感
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染及びその拡大のリスクを可能な限り低減した学校園所運営を継続していく必要があります。 

国においては、「新型コロナウイルス感染症に対応した持続的な学校運営のためのガイドライ

ン」や、これに基づく衛生管理マニュアル等が示され、「密閉」「密集」「密接」の「3つの密」

を避けることや、「マスクの着用」及び「手洗い等の手指衛生」等、基本的な感染症対策を継続

する「新しい生活様式」の導入などが必要とされています。 

本市においても、各学校園所にマスク、消毒液等の感染症予防に係る物品の配備を進めるほか、

水道蛇口の自動水栓化、トイレの洋式化をはじめ、オンライン授業などのＩＣＴ※環境の活用等

を含めた新たな学校教育・幼児教育・保育を進めていく必要があります。 

また、これまで経験したことがない状況下で、教育委員会と学校園所とは、これまで以上に一

体となり、様々な課題によりスピーディに対応していくことが重要であります。 

新型コロナウイルス感染症により、令和２年初頭から令和５年５月にかけて、教育活動に大き

な影響が生じました。コロナ禍以降も、インフルエンザ等の感染症による影響が少なくないため、

今後も児童生徒の学びを保障し、学校や園での感染リスクを最小限に抑え、安定した運営を目指

すことが求められています。 

手洗いやうがいの励行、教室の換気等の感染症対策に加え、オンライン授業を可能にするＩＣ

Ｔ※環境の整備・活用など、新たな教育の形を進めていきます。 

今後も教育委員会と学校園所とが一体となって感染症対策を万全に行うとともに、感染症が発

生した際には、迅速かつ柔軟に対応していくことが重要です。 

 

※ ＩＣＴ：Ｐ７の注釈参照 

 

（９）社会教育施設の役割及び文化財の利活用 

社会教育施設は、地域の学習活動の拠点のみならず、観光振興・国際交流の拠点、地域活性化・

まちづくりの拠点、地域の防災拠点など幅広い役割が期待されています。また文化財については、

文化財保護法の改正により、保護のみならず活用についてもこれまで以上に重視する方向性とな

っています。 

そこで、社会教育施設の役割や文化財の保存と活用のあり方については、学校教育との連携を

さらに充実させるとともに、観光・地域振興・まちづくり分野などを担う他の部局等と連携を強

化していくことが求められています。 
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２ 赤穂市及び赤穂市の教育施設等の概要 

   本市は、兵庫県の南西部、岡山県との県境に位置し、東は相生市、西は岡山県備前市、北は上

郡町と接する面積 126.85 ㎢のまちです。また本市の気候は、晴の日が多く雨が少ない典型的な

瀬戸内海型気候区に属しています。市内には、ＪＲ山陽本線に１駅、ＪＲ赤穂線に４駅があり、

このうち播州赤穂駅は、市の玄関口として、通勤・通学等で多くの市民が乗降し、観光客にも多

く利用されています。また赤穂インターチェンジがある山陽自動車道、国道２号、国道 250号、

国道 373号などの幹線道路が走り、広域交通アクセスが確保されています。市域には、縄文・弥

生時代の生活を偲ばせる遺跡のほか、「忠臣蔵のふるさと」「塩のまち」として全国的に広く知

られ、市内には国指定史跡の赤穂城跡を中心として赤穂義士ゆかりの神社仏閣や城下町の佇ま

い、風情ある歴史的なまち並みが残る坂越地区、近年認定された二つの日本遺産※など様々な歴

史・文化遺産が点在しています。 

   また、瀬戸内海国立公園の美しい海岸線や赤穂温泉、さらには国指定天然記念物の生島

樹林などがあり、豊かな自然と歴史が調和しています。 

   教育施設は、令和 2７年度現在、公立小学校 10校、公立中学校５校、公立幼稚園 10 園、公立

保育所６所、私立保育所１所、私立認定こども園１園、県立赤穂高等学校、県立赤穂特別支援学

校、関西福祉大学があり、また教育関係施設として教育研究所、青少年育成センター、学校給食

センター、公民館、図書館、文化会館、歴史博物館、市民総合体育館など 23の施設があります。 

 

※ 日本遺産 

文化庁により認定された、地域の歴史的魅力や特色を通じて我が国の文化・伝統を語るストーリー。本市で

は、平成30年５月に追加認定された「荒波を越えた男たちの夢が紡いだ異空間～北前船寄港地・船主集落～」

と、令和元年５月に認定された「『日本第一』の塩を産したまち 播州赤穂」の二つが日本遺産に認定されて

いる。 

 

３ 赤穂市の教育をめぐる現状と課題 

   本市は、温暖な気候や豊かな自然環境、また歴史・文化遺産に恵まれた地域ですが、少子高齢

化、国際化、高度情報化の波や核家族化に伴う社会構造の変化、子どもたちを取り巻く環境の変

化は、次第に顕著になってきています。 

 

（１）人口減少・少子高齢化の進行 

 全国的に少子高齢化が進み、人口減少時代にある我が国において、本市も例外ではなく、国勢

調査に基づけば 2000 年（平成 12 年）以降、人口減少傾向の中で推移しており、2015 年（平成

27年）には５万人を下回り 48,567人となっていますが、。今後も人口減少が続き、2030年（令

和 12年）には 41,00040,000人程度と想定されています。 

 こうした状況の中で、保育所・幼稚園等の利用児童数は、出生数が減少する一方、保育ニーズ

の増加や３歳児保育開始による利用者増によりほぼ横ばいとなっていますが、小学校 10 校の児

童数は、平成 2328年度約 2,9002,500人でしたが、令和 2７年度約 2,3001,900人と減少していま
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す。 

 中学校においても生徒数の減少が続いており、それに伴って教員配当定数も少なくなり、すべ

ての教科担任を配置できない中学校が生じている状況です。 

 一方、少子高齢化、高度情報化が進むなかで、子どもから高齢者までもが生き甲斐をもって楽

しく主体的に学び続ける生涯学習※社会のを充実させることが重要な課題となっています。従来

の趣味、教養、健康づくり等の個人の要望に応えられる生涯学習を尊重しつつも、社会の要請に

基づく生涯学習の振興が求められており、これまでの個人の要望に応じた生涯学習（趣味、教養、

健康づくりなど）を尊重しつつ、今後は社会の要請に基づく学びを一層推進していくことが求め

られます。学びの成果をより地域や社会のために活用し活かし、地域全体の豊かさにつながる仕

組みづくりを構築していくことが重要です。 

 

※ 生涯学習：Ｐ８の注釈参照 

 

（２）個人の価値観や市民意識等の多様化 

   現代社会においては、人々の価値観がますます多様化する傾向にありしており、本市において

も例外ではありません。生活様式や市民意識もの都市化しに伴い、他人との関わりや地域や人と

の関係も関わりが希薄化する傾向がうかがわれ見られ、家庭や地域の教育力の低下も取りざたさ

れるようになりました指摘されています。その結果、豊かな人間性は、多様な人間関係のなか

でこそ育まれますがを育む場が不足し、一方で社会性や規範意識、社会の一員としての自覚の醸

成が十分でないに育まれていない状況が危惧懸念されています。またさらに、市民の安全を脅

かすような事件も発生しており、子どもたち自身の安全意識と自己防衛力を高める指導を推進す

るとともに、の向上が求められています。引き続き、関係諸機関と連携し、住民の参画と協働

により、社会の安全確保のための取組を推進する必要があります。 

   学校においてはも、コミュニケーション能力の不足から人間関係をうまく築けない子どもたち

の増加や学ぶによる対人関係構築の難しさ、学習意欲や善悪の判断力の低下、生徒指導上の諸問

題などへの対応が喫緊の課題となっています。 

   これらの現状を受け、課題に対応するため、各学校に設置している学校運営協議会を基盤とし

て、家庭や地域、学校が連携して子どもたちを健全に育てなければならないという気風の高まり

や活動が広がりつつあります。一体となり、地域ぐるみで子育てを推進する体制を整えていくこ

とが重要です。各学校に設置した学校運営協議会を基盤とした地域ぐるみで子育てを推進する考

え方で学校教育の充実と地域の活性化を図ることで将来の明るい展望を目指す取組を進めてい

ます。学校教育の充実と地域の活性化を同時に実現し、子どもたちの豊かな人間性と社会性を

育むとともに、未来を切り拓く力を養っていきます。 

 

（３）多文化共生社会の到来 

社会の国際化への動きは、本市においてもますますその速度を増しています。本市には、約

400550人の外国籍の方が住民登録され、その子どもたちが市内の学校で学んでいます。なかには、
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児童生徒、保護者に日本語指導をはじめ様々なサポート体制が必要な場合もあり、そのサポート

体制を整えておく必要があります。 

 小中学校への外国語指導助手（ＡＬＴ）の配置など、国際理解教育の充実を図り、それぞれに

違う文化や習慣をお互いに理解し、尊重していく多文化共生の視点に立ち、自らの考えをしっか

りと相手に伝えるコミュニケーション能力を育てていくことが大切です。 

 

（４）情報化社会への対応 

   現在、超スマート社会（Society5.0）※の実現に向けて、ＡＩ※、ビッグデータ※の活用など技

術革新が急速に進んでいます。 

本市においても、情報化社会への対応として、必要な情報を選択し活用していく能力を育成し

たり、情報化社会のルールや情報セキュリティに関して適切な指導を行うとともに、情報モラル

※を醸成することがますます重要になっています。そのため、学校における情報教育を通して、

プログラミング的思考※の育成や有効な情報を取捨選択し活用する能力、情報モラルを高めてい

きます。 

また、家庭や地域全体で、子どもたちがインターネットや携帯電話、ゲーム機等を通したトラ

ブルに巻き込まれないように見守り、指導していくことも重要です。 

各学校及び青少年育成センターにおいて、トラブルを未然に防ぐための正しい情報の扱い方を

児童生徒だけでなく、保護者に対して啓発などするとともに、万が一、トラブルに巻き込まれた

場合、その対応策について相談できる体制の充実を図っていきます。 

 

※ 超スマート社会（Society5.0）：Ｐ５の注釈参照 

 

※ ＡＩ：Ｐ５の注釈参照 

 

※ ビッグデータ：Ｐ５の注釈参照 

 

※ 情報モラル 

   情報を扱う上で、情報の価値の認識の向上など情報のあり方についての基本的なマナーや道徳。 

 

※ プログラミング的思考 

   自分が意図する一連の行動を実現するため、どのような動きの組み合わせが必要か、どのように改善して

いけば意図した活動に近づくかということを論理的に考えていく力のひとつ。 

 

（５）環境保全活動への取組 

世界的な経済活動の拡大に伴い地球温暖化や生態系の破壊など、地球規模の環境問題の深刻化

を背景として、環境への関心は高まりを見せており、東日本大震災を契機として再生可能エネル

ギーの利用や省エネルギーなどの取組も注目されています。 

近年、地球温暖化や生態系破壊といった地球規模の環境問題が深刻化しています。これに伴い、

環境への関心が高まり、東日本大震災以降は再生可能エネルギーの利用や省エネルギーの取組も

注目されています。 

環境問題の根底には、社会経済活動や人々の生活スタイルの変化といった現代社会特有の要因
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があり、環境負荷の少ない循環型・低炭素社会を実現するため、地域、家庭、事業者及び行政が

それぞれの立場で行動していくことが必要重要です。 

これらの現状を受け、踏まえ、教育においては、子どもたちが持続可能な社会の担い手として、

主体的に行動できる実践力を育むことが大切です。環境、資源、エネルギー問題、廃棄物やリサ

イクル等のといった環境問題や環境保全について果たすべきに対する責任と役割を理解させ、持

続可能な社会の構築に向けて、主体的に行動できる実践力を育てていくことが大切です。自ら考

え、行動できる力を養っていく必要があります。 

 

（６）教育施設等の維持管理 

   本市には、市が保有する教育施設として公立小学校 10校、公立中学校５校、公立幼稚園 10園、

公立保育所６所、県立赤穂高等学校、県立赤穂特別支援学校、関西福祉大学があり、また、教育

関係施設として教育研究所、青少年育成センター、給食センター、公民館、図書館、文化会館、

歴史博物館、市民総合体育館など、多くの施設があります。その多くが経年劣化により、毎年修

繕が必要な状況ですが、学校施設をはじめとした各施設の計画的な整備を進め、維持管理してい

く必要があります。であり、計画的な整備と維持管理を進めるとともに、環境負荷の低減、維持

管理コストの削減を目的とした施設改修にも取り組む必要があります。 

 

（７）保育所待機児童の解消 

女性の社会進出などにより保育ニーズが高まり、全国的に都市部を中心に待機児童が社会問題

化しています。国においては「子育て安心プラン」、「新子育て安心プラン」により、保育の受

け皿となる認定こども園や地域型保育事業等の整備を進めており、各自治体の取組により減少傾

向にあるものの、令和2年4月1日時点で12,439人の待機児童が生じています。 

こども家庭庁のまとめによると、全国における令和７年４月１日時点の待機児童の数は2,254

人で、近年のピークであった平成29年（26,081人）から８年連続で減少し、平成６年の調査開始

以降最も少なくなっています。 

本市においても、一方、本市においては、平成30年度に初めて待機児童８人（４月１日時点）

が発生し、令和元年度には１人、令和２年度には46人の待機児童が発生しました。 

保育人材の確保や幼稚園預かり保育の拡充に取り組み、４月１日時点の待機児童数は、令和３

年度３人、令和４年度５人、令和５年度０人、令和６年度０人となっていましたが、令和７年度

には６人と、いったん解消された待機児童が再び生ずることとなりました。 

これまで、平成24年度から教育委員会に保育所・幼稚園を所管する「こども育成課」を設置し、

預かり保育の実施や３歳児保育の実施、また保育士資格・幼稚園教諭免許の両方を所持する職員

を採用するなど、幼保一体化に向け取り組んできましたが、多様化・増大する保育ニーズに対応

できていません。 

就学前の児童数が減少する一方、共働き世帯の増加等により保育ニーズは増大しており、誰も

が安心して子育てができる社会を実現するために、待機児童の解消に向けた抜本的な取組が求め

られています。て継続した取組が必要です。 
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（８）新型コロナウイルス感染症に対応した新しい時代の学校教育 

新型コロナウイルスをはじめとした感染症については、社会全体が長期的に対応していくこと

が求められており、います。学校におけるいては、感染及びその拡大のリスクを可能な限り低減

しするとともに、あわせて感染者に対する差別や偏見のを防止するなど、人権にもへの十分な配

慮したうえで、のもとで学校運営を継続していく必要があります。 

また、学校教育においては、感染拡大の状況にかかわらず、子どもたちの学びを最大限に保証

していくために、保障することが重要です。そのため、臨時休業を行わなければならないざるを

得ない場合であっても、タブレット端末の活用等により、子どもたちが学びを継続できる体制を

整備する必要があります。推進することが不可欠です。 
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重点目標１ 次代を担う人材を育てる教育の推進 

（１）夢と志を育むことのできる教育環境をつくる 

 

 現状と課題  

◆希望者全員が３歳児保育を利用できる体制の整備が必要です。 

◆「生きる力※」を育むためのについて、子どもたちが主体的に考え、創意工夫を活かした活かせ

る特色ある教育活動の展開が必要です。 

◆小学校における外国語の教科化による伴うグローバルな人材育成が必要です。 

◆ＳＮＳ※、インターネットの普及により多発する問題への対応適正な情報モラルを身につけるこ

とが求められています。 

◆健やかな体の育成を目指した健康教育の充実と体力・運動能力の向上が必要です。 

◆特別な教育的支援を必要とする児童生徒の増加に対応した環境整備が求められています。 

◆コミュニティ・スクール※を核とし、「社会に開かれた教育課程の実現」を目指すため、学校運

営協議会※を核とした学校・家庭・地域がの連携したによる教育活動の展開が必要です。 

◆社会情勢の変化に対応した施設整備と予防保全型の考えによる施設等の長寿命化が求められて

います。 

◆第２期ＧＩＧＡスクール構想の実現に向けたさらなるＩＣＴ環境の整備と１人１台端末の活用

推進その活用が必要です。 

 

※ 生きる力 

予測が難しい現代社会を生き抜くために子どもたちに身につけさせたい、「確かな学力」「豊かな人間性」

「健康と体力」の３つの要素を総合した力のこと。 
 

※ ＳＮＳ 

ソーシャルネットワーキングサービス（Social Networking Service）の略で、登録された利用者同士が交流

できるWeb サイトにおける会員制サービス。 

 

※ コミュニティ・スクール(学校運営協議会制度) 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第４７条の５においてコミュニティ・スクール（学校運営協議会

制度）が規定され、保護者や地域住民が合議制の機関である学校運営協議会を通して一定の権限と責任を持っ

て学校運営に参加し、よりよい教育の実現を目指すという、地域に開かれ、地域に支えられる学校づくりの仕

組み。 

 

※ 学校運営協議会 

   学校と地域住民等が力を合わせて学校の運営に取り組むことが可能となる「地域とともにある学校」への転

換を図るための有効な仕組み。学校運営に地域の声を積極的に生かし、地域と一体となって特色ある学校づく

りを目的とする。 

 

 基本方針  

赤穂の豊かな自然・歴史・文化に学び、生涯にわたり夢と志を育むことができる教育、人づくり

 

第３部 歴史と文化が息づく人とコミュニティを育むまちづくり  
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を進め「生きる力」を育みます。を通して、子どもたちが主体的に考え、行動する力を育てます。 

支援を必要とする子どもが、自らの能力や可能性を最大限に発揮し、積極的な社会参加を実現で

きる教育を進めるとともに、社会に開かれた教育課程の理念のもと、学校園所と保護者・地域が一

緒に協働しながら協働して子どもたちの豊かな学びと成長を支える学校園所づくりを進めます。 

また、学校施設の老朽化対策をはじめとした施設・設備の計画的な整備を行うとともに、コンピ

ュータや情報通信ネットワークなど等の情報手段を活用するために必要な環境を整えプログラミ

ング教育※など等の充実を図ります。 

 

※ プログラミング教育 

プログラミングを体験しながら論理的思考力を身に付けるための学習活動やプログラミング的思考を育て

る教育のこと。 
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 ５年間の取組の具体的内容  

実践目標１ 就学前教育・保育内容の充実（P.23～P.24） 

実践目標２ 就学前教育・保育提供体制の充実確保（P.25） 

実践目標３ 就学前教育・保育施設の整備（P.25～P.26） 

実践目標４ 幼保一体化の推進（P.26～P.27） 

実践目標５ 「確かな学力※」、「豊かなこころ」を育む教育の推進（P.28～P.32） 

実践目標６ 「すこやかな体」の育成（P.32～P.33） 

実践目標７ 特別支援教育の充実（P.34～P.27） 

実践目標８ コミュニティ・スクール※等による地域協働の充実（P.35） 

実践目標９ 学校施設の整備（P.36） 

実践目標10 情報教育環境の向上（P.36） 

 

※ 確かな学力 

知識や技能に加え、学ぶ意欲や、自分で課題を見つけ、自ら学び、主体的に判断し、行動し、よりよく問題

を解決する資質や能力など。 

   

※ コミュニティ・スクール(学校運営協議会制度) 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第47条の５においてコミュニティ・スクール（学校運営協議会

制度）が規定され、保護者や地域住民が合議制の機関である学校運営協議会を通して学校運営に参加し、よ

りよい教育の実現を目指すという、地域に開かれ、地域に支えられる学校づくりの仕組み。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                       御崎保育所「ボール遊び」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                       城西小学校「自然学校」 
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（２）未来を拓く青少年の若い力を育てる 

 

 現状と課題  

◆都市化、核家族化の進行による人間関係の希薄化と地域社会・家庭の持つ教育力の低下に対して、

学校・家庭・地域の連携による青少年の育成が求められています。 

◆地域において安心して子どもを育てることのできる環境づくりが求められています。 

◆幼児・児童・生徒のさらなる多様化と個性化に対応した指導や教育相談活動の継続・拡充を目指

し、指導内容の充実と教育相談窓口の充実が必要です。 

 いじめ・不登校・虐待等の課題に対して、子どもたちや子どもを見守る保護者からの相談を受け

られる体制が必要です。 

 

 基本方針  

学校・家庭・地域が一体となり、赤穂の未来を拓く青少年がすこやかに育ち、自立した社会の一

員として成長する環境づくりを進めます。 

また、公民館や学校運営協議会等の充実を図り、地域が一体となった青少年育成を目指します。 

ストレスや精神的な不安を抱える幼児・児童・生徒やその保護者に対して、安心して相談できる 

相談窓口の充実として、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー、心の教室相談員の

活用充実を進めます。 

 

 ５年間の取組の具体的内容  

実践目標１ 青少年健全育成の推進（P.37） 

  実践目標２ 家庭教育の充実（P.37） 

実践目標３ 指導相談活動の充実（P.37～P.38） 

実践目標４ 教育と福祉の連携充実（P.39） 

実践目標５ 学ぶ機会の保障（P.39） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

御崎小学校「環境体験学習」 
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重点目標２ 歴史や文化、スポーツを通じた市民が活躍できる地域コミュニティの構築 

（１）生涯にわたり主体的に学び楽しめる環境をつくる 

 現状と課題  

◆個人の価値観の変化に伴う市民の学習ニーズの多様化に応え、それぞれのライフステージに即し

た生涯学習の総合的な推進が求められています。 

◆公民館や図書館におけるサークル活動等の担い手が高齢化し、今後の活動の硬直化や縮小が懸念

されることから、従来の活動にとどまらない生涯学習機会の充実・創出が必要です。 

◆個人や団体の読書や学習、調査研究を継続的に支援するため、利用者のニーズを把握しながら計

画的な図書の整備・充実を図ることが必要です。 

◆図書館では、市民の読書活動促進のため、さまざまな図書情報の発信に努めています。今後も新

着図書案内の発行、話題の本・ふるさと情報コーナー等の設置による特集コーナー、イベント等、

図書館情報の積極的な提供・発信が求められています。 

◆市民のニーズに合った講座･教室の実施によりサービスの充実を図ることが必要です。 

◆市民が安心して利用できるためによう、公民館やスポーツ施設の長寿命化対策など、計画的な整

備が必要です。 

◆健康増進への関心の高まりにより、スポーツに対しての目的や内容が多様化しています。市民の

ニーズに合ったそれぞれのライフステージに即したスポーツ活動の推進が必要です。 

◆少子化によって部活動・スポーツ少年団員が減少しており、地域によるサポート、また地域間の

交流を促進した活性化が求められています。子どもたちのスポーツ・文化芸術に親しむ機会を確

保するため、中学校部活動地域移行（展開）やスポーツ少年団等の活動について、地域によるサ

ポートが一層求められています。 

 基本方針  

市民が生涯にわたり主体的に学び、楽しむことができるよう、生涯学習機会の提供を図ります。 

既存の公民館の計画的な改修を進め、安心・安全に利用できる公民館づくりに取り組みます。 

図書館については、図書の貸出･閲覧を中心に、各種講座･教室の開催によるサービスの充実や新

着図書案内の発行、話題の本・ふるさと情報など特集コーナー、イベント等、図書館情報の積極的

な提供・発信を行うなど、市民の利便性の向上を図りながら、滞在型図書館を目指します。 

また、健康で活力ある市民生活や地域社会の活性化のため、すべての市民が生活の一部としてス

ポーツ活動や健康づくり活動を行うことができる「スポーツ先進都市」として、スポーツ施設の整

備・拡充及び有効活用を進めるなど、スポーツ活動の場と機会の充実を推進します。 

 ５年間の取組の具体的内容  

実践目標１ 子育て支援の充実（P.40） 

実践目標２ 生涯学習の推進（P.41） 

  実践目標３ 図書館サービスの充実（P.41～P.42） 

  実践目標４ 各種スポーツ施設の充実（P.42） 

  実践目標５ スポーツ活動の推進（P.43） 
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（２）歴史文化遺産を保存継承し未来に向けて活用する 

 

 現状と課題  

◆地域の多様な歴史文化遺産が周知されないまま消滅する危機にさらされており、積極的な顕彰と

保護を図っていくことが必要です。を市民主体により継承していくことは、地域の魅力や地域力

を高めることにつながるため、その積極的な顕彰と保護活動をより一層推進する必要があります。 

◆日本遺産※をはじめとする歴史文化遺産を活用したまちづくりへのニーズが高まっているためお

り、普及活用手段の充実が求められています。 

◆市所有の文化財が分散保管されるなど、体系的かつ効果的な管理・公開ができない現状にあるた

めり、これらを集約的に管理・活用するための拠点づくりが必要です。 

◆少子高齢化によって地域伝統文化の継承が困難になってきており、担い手の確保が求められてい

ます。 

◆豊かな感性と人間性を育むため、音楽・舞台・演劇等、質の高い芸術に触れる機会の提供が求め

られています。 

◆芸術文化活動の拠点としての文化会館をはじめとした文化施設や公民館の施設及び設備の充実

を図り、市文化協会・公民館登録サークルなどの活動支援を促進することが必要です。 

 

※ 日本遺産：Ｐ12の注釈参照  

 

 基本方針  

本市には二つの日本遺産が認定されているなど等、各地区に豊かで魅力的な歴史文化遺産が数多

く残されています。このような地域に根差ざした歴史文化遺産の調査や整備を行い、その周知・保

護・継承を進めます。このるため、赤穂市歴史文化基本構想に基づき、引き続き市内の歴史文化遺

産の掘り起こしと顕彰を進め、日本遺産をはじめとする多様な地域の歴史を積極的に活用すること

によって、本市の魅力を高めるように取組を進めます。また、市内各地の文化財等の公開・展示施

設の充実・活用を図りるとともにＩＣＴ等を活用した多様な情報発信により、多くの人々が本市の

歴史や文化に親しめる環境づくりを推進します。 

文化芸術団体を支援・育成するとともに、その成果を発表する機会のを充実を図りさせ、歴史文

化遺産を活かした文化の薫る歴史と文化が息づくまちづくりを進めます。公民館講座等においては、

郷土の歴史を学ぶ講座を実施し、郷土への理解を深めます。 

 

 ５年間の取組の具体的内容  

実践目標１ 歴史文化遺産の調査研究・保全・整備（P.45） 

  実践目標２ 歴史文化遺産の市民への周知積極的な情報発信による歴史文化遺産に触れる機会 

の創出と活用の推進（P.45～P.46） 

  実践目標３ 文化施設と文化芸術活動の充実（P.46） 

  実践目標４ 特色ある文化活動の推進（P.47）   
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重点目標１ 次世代を担う人材を育てる教育の推進 

基本施策１ 夢と志を育むことのできる教育環境をつくる 

 

 施策の取組  

 

実践目標１ 就学前教育・保育内容の充実 

① 生涯にわたる人格の形成 

生涯にわたる人格形成の基礎を培かえるよう、保育所、幼稚園、家庭、地域社会との生活の連

続性を踏まえ、乳幼児期にふさわしい環境（人的・物的）のもと、いろいろな遊びや活動を通し

て、人やものと関わる力や健康で安全な生活態度、基本的生活習慣を身につけていきます。 

   様々な遊びや経験を通して、基本的生活習慣や非認知能力、「生きる力」の基礎を一体的に育

むことができるよう、乳幼児期にふさわしい環境（人的・物的）を整備します。 

 

※ 非認知能力 

学力やＩＱテストのように数値で測ることが難しい、意欲や協調性、自制心、やり抜く力、自己肯定感と

いった人間が社会で生きていく上で不可欠なスキルの総称。 

 

② 保育士・幼稚園教諭の資質・能力向上 

保育士・幼稚園教諭の資質・能力の向上のため、各園所内での研鑽に努めるとともに、研 

修を積みます。幼児教育・保育の専門家として「非認知的能力」への理解を深め、乳幼児の発達、

人権教育、特別支援教育、年齢に応じた保育内容（専門知識・実技）、感染予防等について社会

情勢を踏まえた研修を行います。 

 職員の資質・能力向上のための研修を計画的に実施するとともに、教育・保育内容の充実に向

け、各園所内で教育・保育の課題等への共通理解や協同性を高めるなど、組織的な取組を行いま

す。 

 また、公立・私立施設が合同で研修を受講できる機会を増やし、市全体の教育・保育の質の向

上を図ります。 

   

③ 感染症予防に配慮した保育の実施 

乳幼児の安全確保を第一に考え、正しい知識を持って感染予防に努めるとともに、新しい生活

様式の中でも、乳幼児の発達を促すことができるよう、実情に合わせて感染症の発生状況に合わ

せて柔軟に保育内容や行事を見直していきます。 

また、家庭の協力も得ることができるよう、感染症の発生状況や、感染症に関する正しい知識・

予防法等の情報を保護者と共有します。 

第４部 ５年間の取組の具体的内容 
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④ 子育て支援体制の充実 

   地域における子育て支援の拠点として子育てに関する情報提供を行うとともに、育児相談の窓

口として子育てをする親の不安や負担感を軽減する役割を担います。 

地域における子育て支援の拠点として、子育てに関する情報提供や育児相談を行うことで、保

護者の不安や負担感を軽減し、安心して子育てができる環境づくりにつながる取組を推進します。 

 

〈主な目標指標〉 

指 標 単位 令和元６年度 
令和712年度 
（目標値） 

幼児教育・保育研修の実施回数 回 5389 6090 

園所長研修の実施回数 回 0 3 

公立・私立就学前教育・保育施設合同研修の実施回数  回 2 5 

子どもが喜んで幼稚園に通っていると思う保護

者の割合 
％ 96.7 100 
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実践目標２ 就学前教育・保育提供体制の確保 

① 待機児童の解消 

令和２年度には待機児童４６人が発生し、待機児童の解消は喫緊の課題です。４月１日時点の

待機児童数は、令和５年度、令和６年度は０人でしたが、令和７年度には６人となりました。保

育人材の確保、預かり保育の拡充、既存施設の有効活用により、民間事業者とも連携しながら、

利用希望に応じた保育の提供体制を確保し、待機児童の解消を図ります。 

 

② ３歳児保育の拡充 

   平成３０年度より３歳児保育を試行的に開始しました。これまでの実績を踏まえ、３歳児保育

の利用ニーズの動向を見極めながら、希望者全員が３歳児保育を利用できる体制整備を進めます。 

   10園ある公立幼稚園のうち、３園で実施している３歳児保育を継続するとともに、保育ニーズ

を踏まえながら、他園での拡充について検討を進めます。 

 

  ③ 預かり保育の充実 

   新たに３歳児の預かり保育を実施し、幼保一体となって保育ニーズの受け入れ枠を拡大すると

ともに、保護者ニーズに対応した質の高い預かり保育を提供します。 

   幼稚園教育要領の「預かり保育に係る留意事項」を踏まえて作成した「預かり保育カリキュラ

ム」に則り、質の高い預かり保育の提供に努めるとともに、多様化する保護者ニーズへの対応を

行います。 

 

  ④ 保育人材の確保 

「保育士・幼稚園教諭就職支援ガイダンス」を実施し、有資格者や、将来、保育所・幼稚園で

働きたいと考えている学生等に「幼児教育・保育の魅力」「赤穂市で教育・保育の職に就くこと

の魅力」をアピールし、保育人材の確保に努めます。 

 

〈主な目標指標〉 

指 標 単位 令和元６年度 
令和712年度 
（目標値） 

保育所待機児童の人数（4月 1日現在） 人 80 0 

保育士・幼稚園教諭就職支援ガイダンス参加人数 人 1330 2030 

 

実践目標３ 就学前教育・保育施設の整備 

① 設備、教材等の充実 

   遊具などを計画的に整備、維持補修、更新するとともに、熱中症対策や感染症対策に必要な設

備を整備し、安全な保育環境の整備を進めます。 

また、発達段階に応じた絵本や図書を計画的に購入し、図書の充実に努めます。 

 

② 施設の老朽化・耐震化対策の推進 
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   保育所・幼稚園舎の経年劣化が進行しています。幼稚園の耐震化については、文部科学省基準

に基づき耐震化率１００％を達成していますが、一部の園舎及び保育所については施設の老朽化

を勘案したうえで耐震診断を実施していないため、耐震性の確保ができていません。 

   来るべき大地震から児童を守るため、地域ごとの就学前教育・保育施設の配置状況や、就学前

教育・保育ニーズの動向を踏まえ、幼保一体化を推進する観点から施設整備について検討します。 

   子どもたちの安全を最優先に考え、幼稚園の耐震化については文部科学省の基準に基づき

100%達成しています。一方、一部の園舎及び保育所については、施設の老朽化を考慮し、建て

替えによって耐震性を確保する方針です。将来的な大規模地震に備え、地域ごとの就学前教育・

保育施設の配置やニーズの動向を踏まえ、幼保一体化も視野に入れながら、子どもたちを守るた

めの施設整備を検討していきます。 

 

実践目標４ 幼保一体化の推進 

① 幼保一体化の推進 

待機児童問題や就学前教育・保育ニーズの偏在に対応するため、「子ども・子育て支援新制度

※」が導入され、地域の実情に応じて就学前教育・保育を一体的に提供できる「認定こども園」

の普及が図られています。 

本市においても、幼稚園における預かり保育・３歳児保育の実施、保育所における幼児教育施

設としての機能強化など、幼保一体となって多様化・増大する教育・保育ニーズに対応してきま

したが、平成３０年度以降、待機児童が発生し、その他にも施設の老朽化、少子化の進行、保育

人材確保などの諸課題が生じています。 

これらの諸課題に対応するため、本市の実情に応じた「認定こども園」の導入及び就学前教育・

保育施設のあり方について検討を進めます。 

 

※ 子ども・子育て支援新制度 

   平成24年8月に子ども・子育て支援法など「子ども・子育て支援3法」が成立し、平成27年度から子育て支

援を総合的に推進する「子ども・子育て支援新制度」が開始された。 

 

② 幼保の人事交流 

幼保一体化を更に推進するため、保育所と幼稚園の人事交流を行います。 

保育所保育指針※と幼稚園教育要領※が改訂され、「幼児期の終わりまでに育ってほしい 10 の

姿」が共通して示されるなど整合性が図られました。更に保幼小の接続も重要になってきていま

す。これまで保育所・幼稚園がそれぞれ積み重ねてきた専門的な知識や技術・経験を集積し、将

来を見据えたより質の高い幼児教育・保育を提供することを目指します。 

 

※ 保育所保育指針 

   保育所における保育の内容やこれに関連する運営等について厚生労働省が示したもの。 

 

※ 幼稚園教育要領 

幼稚園が従うべき幼稚園教育の基本や保育内容に関する基準について、文部科学省が示したもの。 
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                       赤穂幼稚園「小動物とのふれあい」 
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実践目標５ 「確かな学力※」、「豊かなこころ」を育む教育の推進 

①  「わかる授業」 「楽しい授業」の創造 

「児童生徒とともに創る授業」「児童生徒のわかりたいという願いに応える授業」を常に念頭

におき、ます。児童生徒の学びを中心にした教材研究や指導方法の工夫改善に取り組み、「わか

る喜び」と「学ぶ楽しさ」を味わわせる授業を創造することにより、児童生徒一人ひとり一人の

学習意欲を喚起し、確かな学力※の向上を図ります。 

 

※ 確かな学力  Ｐ19の注釈参照 

 

② 授業改善と個に応じた学習の充実 

学習指導要領に示された「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善を推進します。

また、多様な子どもたち一人ひとり児童生徒一人一人の能力や適性等に応じて、子どもたち児童

生徒の意欲を高め、やりたいことを深められる学びを保障する「個別最適化された学び」の実現

に向けた取組を進めます。 

 

③ 教職員としての資質と実践的指導力の向上 

   教職員としての使命感と高い倫理観を保持するとともに、豊かな人間性を涵養するため、計画

的に研修を実施し、専門性と実践的指導力の向上を図ります。 

 

④ 教職員の勤務時間の適正化と心身の健康づくり 

   業務内容の見直しや校務の情報化、・共有化等を進め、効率的な学校運営に努めを通して、勤

務時間の適正化を図ることで、ります。教職員の心身の健康づくり保持・増進を進める推進する

とともに、児童生徒と向き合う時間をより多く確保して、こころの通い合う教育を推進実現しま

す。 

 

〈主な目標指標〉 

指 標 単位 令和元６年度 
令和712年度 
（目標値） 

資質・能力の向上のための研修の実施回数 回 15 15 

明日も学校に行きたいと思える児童生徒の割

合 
％ 85.5 90.0 

 

⑤ 幼保小保幼小連携教育の推進 

 幼保小の保育士・教諭が互いの教育について理解を深めたり、幼児と児童の交流活動を教育課程

に位置付けたりするなど、幼稚園・保育所と小学校との連携教育を充実させます。 

５歳児から小学校１年生までの「架け橋期」の教育の充実を図るため、保幼小の保育士・教

諭が「幼児期の終わりまでに育ってほしい10の姿」を共通の手がかりに、合同研修や相互参観を

通じて、子どもの学びを共有していきます。 
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 本市では、各小学校区内に公立幼稚園が設置され、校区内での小学校と幼稚園の情報共有が

円滑に図られていますが、公立幼稚園以外に在籍している５歳児についても、関係機関での情報

共有を行い、子どもたちが学びの段差を感じることなく、自信を持って小学校生活を始められる

ような体制整備を図ります。 

 

⑥ 小中連携教育の推進 

   学習指導要領の改訂により新設された小学校「外国語科」や、特別活動を要としたキャリア教育

※の充実など、小学校での学びが中学校へと確実円滑に引き継がれるような取組の充実を図ります

を推進します。またあわせて、小中学校教員のによる授業研究に関する交流を充実させ、児童生

徒一人ひとり一人の豊かな学びへとつなげるための効果的な方法についてを研究します。 

 

※ キャリア教育 

     社会や職業に関わる様々な学習活動の機会を設け、青少年が自己と社会について多様な気づきを得るこ

とを通して、自己の生き方についての考えを深める教育のこと。 

 

〈主な目標指標〉 

指 標 単位 令和元６年度 
令和712年度 
（目標値） 

小中学校教員相互の交流授業の実施回数 回 45 45 

   

 

⑦ ふるさと意識を醸成する教育の推進 

地域や家庭と連携した地区清掃や海岸清掃等の地域環境整備への積極的な参加を促し、各教科

等における調べ学習や地域取材等を通して、郷土の歴史・自然・偉人・環境保全などについての

学習を推進します。 

カリキュラムマネジメント※を進め、各教科における地域に関する調べ学習等を通じて、郷土

の歴史・自然・環境等に関する学習を推進します。また、児童生徒が地域社会とつながる機会や

活動について研究を進め、「地域とともにある学校づくり」の実現を図ります。 

 

※ カリキュラムマネジメント：Ｐ10の注釈参照 

 

指 標 単位 令和元６年度 
令和712年度 
（目標値） 

地域や社会に貢献したいと考える児童生徒の

割合 
％ 82.4 90.0 

 

⑧ 赤穂義士を語れる児童生徒の育成 

赤穂に育つ児童生徒に対して赤穂義士に関する学習を進めることにより、郷土と日本の文化や歴

史について一層の理解を深めます。郷土を愛し、義士の遺風を守り伝えるこころ豊かな児童生徒の
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育成を図ります。 

赤穂義士に関する学習時間を確保し、郷土と日本の文化や歴史に関する理解を深めます。また

「子ども赤穂『忠臣蔵』検定」を継続実施し、赤穂義士に関する知識の定着を図ります。 

 

〈主な目標指標〉 

指 標 単位 令和元６年度 
令和712年度 
（目標値） 

子ども赤穂「忠臣蔵」検定※の合格率 ％ 97.799.0 98.0100 

 

※ 子ども赤穂「忠臣蔵」検定 

各学校における義士指導を通して赤穂義士への知識・理解を深めるとともに、興味・関心を高め、ふる

さと赤穂に対して愛着と誇りを持つ児童の育成を目指して、小学校６年生を対象に実施している子ども赤穂

「忠臣蔵」検定のこと。を実施している。 

 

⑨ 国際理解教育の推進 

我が国の文化と歴史を知り、外国との違いを感じ取る学習を通して、世界の中の日本が担う役

割やこれからの国際理解・国際協力についての学習を推進します。また、地球規模の感染症や環

境問題、エネルギー資源問題等、世界の国々との相互影響や諸課題の解決に向けた「持続可能で

よりよい世界を目指す国際指標（ＳＤＧｓ※）」の視点に基づいた学習活動を推進します。 

我が国の文化と歴史を知るとともに、異文化を理解・尊重し、相互理解の態度を育む教育を推

進します。各教科の学習をとおして、自己の文化への理解を深めつつ、他者と共に生きる資質や

コミュニケーション力を育みます。 

 

※ＳＤＧｓ（エス・ディ・ジー・ズ）：Ｐ６の注釈参照 
 
⑩ 国際感覚豊かな子どもの育成 （外国語教育の充実） 

小学校外国語の教科化（５・６年生）や外国語活動（３・４年生）の導入に伴い、小中学校の

における英語教育の接続充実を図ります。また、あわせて、小学校における専科教員の配置や外

国語指導助手（ＡＬＴ）等との外国語を用いたふれあいや対話、討論の機会の充実によりの活用

に加え、タブレット端末を効果的に組み合わせることで、外国語によるコミュニケーション能力

の向上を図りや、外国の言語・歴史・文化・伝統などを一体的に学ぶ取組を推進します。 

 

⑪ 情報発信技術の活用 

情報技術の進化が日々の生活や社会にもたらす恩恵と問題について考えることや、多様な情報

手段を目的に応じて効果的に選択し活用する学習活動の充実を図ります。 

児童生徒については、端末操作の技能向上に加え、情報モラルに関する知識を深め、日常生活

での応用・実践を図ります。教職員については、「ひょうご GIGAワークブック」等を授業や研修

の教材として活用し、児童生徒への適切な情報モラルの指導に努めます。 
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⑫ プログラミング教育※の充実 

プログラミングを体験しながら論理的思考力を身に付けるための学習活動を通して、身近な生

活にコンピュータによるプログラミングが活用されていることを知り、これらをよりよい生活や

社会づくりに生かしていこうとする態度を育てます。 

プログラミングを体験的に学ぶことで、論理的思考力・課題解決能力・表現力等の定着を図り

ます。あわせて、身近な生活におけるプログラミングの活用を理解し、よりよい生活や社会の実

現に生かそうとする態度を育てます。 

 

※ プログラミング教育：Ｐ18の注釈参照 

 

⑬ 体験教育の充実 

小学校での環境体験（３年生）・自然学校（５年生）、中学校でのトライやるウィーク（２年生）

に代表される体験教育を通してに加えて、カリキュラムマネジメント※による各学校の特色に応

じた体験教育を推進し、試行錯誤の中で自己認識や自尊感情を高め、人間としての在り方や生き

方についての学びの充実を図ります学ぶ機会を積極的に設けます。 

 

※ カリキュラムマネジメント：Ｐ10の注釈参照 

     

 

⑭ 防災教育の充実 

地震・津波・気象災害等の地域実態に応じた避難訓練や平時からの備えについての関する学習

を推進するとともに、児童生徒が命の大切さやボランティア精神の重要性などを学ぶ「自助・公

助・共助」の精神をもって命を守る行動がとれるよう、防災教育を推進しますの充実を図ります。 

 

⑮ 人権教育の充実 

学校・家庭・地域等において、人権尊重の理念に対する理解を深め、お互いの個性と人格を認

め合いながら共生する社会の実現に向けて主体的に取り組む実践力を育成する人権教育を推進

します。 

様々な人権課題を自分事として捉え、その解決に向けた具体的な行動につなげるため、教育実

践研究大会や人権教育実践研究会を継続して開催し、人権を尊重する精神の涵養を図ります。ま

た、各学校においては、全ての領域・教科等に人権教育の視点を取り入れ、教育活動全体を通じ

て人権意識の高揚をめざします。 

 

⑯ 道徳教育の充実 

新たに教科化された「特別の教科 道徳」を要とした中心に道徳教育を推進し、いじめの問題

等への対応のを充実やさせるとともに、発達の段階をより一層踏まえた体系的な指導を展開しま

す。またさらに、各学校において道徳教育推進教師を中心に年間カリキュラムの見直しや、授業

力向上の研究を進め、「個性の伸長」「公正、公平、社会正義」「国際理解、国際親善」といった
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道徳的価値の内在化を図り、児童生徒の道徳的実践力の育成を目指します図ります。 

 

⑰ 感染症対策を講じた上での学びの保障 

新型コロナウイルスをはじめとした様々な感染症の拡大状況においても、感染症対策を講じな

がら最大限子どもたちの健やかな学びを保障することを目指した教育活動を展開していきます。

また、各学校園において「学校における新型コロナウイルス感染症に関する衛生管理マニュアル

～『学校の新しい生活様式』～」に基づいた環境整備や教育活動を行っていきます。 

新型コロナウイルスをはじめ様々な感染症の対策に配慮した環境整備や教育活動を行います。

また、感染症発生時には関係機関と迅速に連携し、適切に対応することで、児童生徒の健やかな

学びを保障します。 

 

 

実践目標６ 「すこやかな体」の育成 

① 「早寝 早起き 朝ごはん」運動の推進 

学校・家庭・地域社会が連携を強化し、子どもたちに基本的生活習慣を身に付けさせ、疾患を

予防する態度を養うとともに、知・徳・体の調和のとれた児童生徒を育成する「早寝 早起き 朝

ごはん」運動を推進します。 

子どもの生活習慣についてアンケート等で実態を把握し、「早寝・早起き・朝ごはん」運動を

通じて心身の健全な成長を促す取組を継続・推進します。あわせて、中学校区を中心に運動の推

進を図り、家庭・学校園所の連携を強化して、子どもたちの健やかな成長に努めます。 

 

② 学校体育の充実 

体育学習を通して、運動の特性や魅力に触れ、体育・スポーツ活動の楽しさや喜びを味わわせ

るとともに、体力テストの計画的実施や体育の授業改善などにより児童生徒の体力向上を目指し

ます。 

児童生徒の体力向上を目的として、個々の課題に応じた目標設定や、振り返り学習等を学習の

過程に取り入れて体育科授業の充実を図ります。また、体力アップサポーター派遣事業等の活用

促進により、教育活動における取組を充実させます。 

 

③ 学校における「食育※」の推進 

家庭科での調理実習や作物栽培等を通して食への関心を高め、健康教育を推進するとともに、

地産地消の献立づくり、旬と食文化の理解など学校給食を活用した「食育」の取組を推進します。 

年度ごとに「食に関する指導の全体計画」を見直し、学校教育における食育の推進を図ります。

あわせて、学校給食センターや栄養教諭の専門性も活かし、直接の指導や「学校給食だより」を

通して食への関心を高めます。 

 

 



- 33 - 

 

※ 食育 

「食育基本法」によると、「生きる上での基本であって、知育、徳育及び体育の基礎となるべきものと位置 

付けるとともに、様々な経験を通じて「食」に関する知識と「食」を選択する力を習得し、健全な食生活を

実践することができる人間を育てる」こととされている。とりわけ、子どもたちに対する食育については、「心

身の成長及び人格の形成に大きな影響を及ぼし、生涯にわたって健全な心と身体を培い豊かな人間性を育ん

でいく基礎となるもの」と規定され、「食育推進基本計画」により、学校における食育の推進が重要視されて

いる。 

 

〈主な目標指標〉 

指 標 単位 令和元６年度 
令和712年度 
（目標値） 

体力・運動能力調査結果の向上 項目 
３3.1割が県平均

以上 

５７割が県平均以

上 
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実践目標７ 特別支援教育の充実 

① 支援・指導体制の充実 

一人一人の障がいや特性に応じた教育的ニーズを踏まえ、個別の指導計画や個別の教育支援計

画等を活用しするとともに、幼児児童生徒の障がいの状態や特性等に応じた専門的かつ適切な支

援・指導体制に向けた取組を充実します。特別支援教育指導補助員の配置を進め、医療・福祉等

の関係機関と連携して、より専門的で適切な支援体制の構築を推進します。 

 

② 就学指導・進路指導の充実 

子ども一人一人の社会的自立と自己実現を支援するため、個別の指導計画や個別の教育支援計

画等の確実な引継ぎを通して、児童生徒の将来の社会的自立と自己実現に向けた適切な就学指

導・進路指導を充実します。校種間での継続的な支援体制と情報共有による連携を維持し、さら

なる進路指導の充実に努めます。 

 

③ 自立と積極的な社会参加への支援 

県立赤穂特別支援学校等との連携を充実させ、特別な教育的支援を必要とする児童生徒が地域

社会において自立し、積極的な社会参加ができるよう支援します。 

   特別な教育的支援を必要とする児童生徒が地域社会で自立し、積極的に社会参加できるよう、

県立赤穂特別支援学校をはじめ、医療・福祉等の関係機関と情報を共有し、適切な支援を行いま

す。 

 

④ 相談体制の充実 

地域社会や関係機関等との連携強化を図るとともに、特別支援教育コーディネーターを中核と

した校内での共通理解に基づいた相談体制の充実を図ります。 

特別支援教育コーディネーターを中心に、学校内での情報共有をさらに強化するとともに、医

療・福祉等の関係機関や地域社会と緊密に連携し、相談体制の一層の充実を図ります。 

 

〈主な目標指標〉 

指 標 単位 令和元６年度 
令和712年度 
（目標値） 

小中学校の特別支援教育指導補助員の人数 人 15 20 

「自己肯定感」を感じる児童生徒の割合 ％ 84.3 90.0 
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実践目標８ コミュニティ・スクール※等による地域協働の充実 

① 学校園・地域の協働文化の構築 

幼稚園での評議員会や小中学校に設置した学校運営協議会において、目指す学校園づくりを共

通理解し、学校・家庭・地域社会が一体となってよりよい教育の実現に取り組みます。 

コミュニティ・スクール※を中心に地域と連携し、引き続き子どもの学びと成長を支援します。

あわせて、学校園と地域が協働して行う地域資源を活かした教育活動への取組を支援することで、

より安心・安全で開かれた教育課程の実現を目指します。 

 

※ コミュニティ・スクール(学校運営協議会制度)：Ｐ19の注釈参照 

 

② 地域参画による教育活動の充実 

学校園において、地域の環境や歴史等を教育活動に反映させるとともに、地域人材の得意分野

を生かした授業補助や教育活動の充実を目指します。 

コミュニティ・スクールの機能を子どもたちの健やかな学びを支える組織として活用し、「地

域とともにある学校づくり」を目指します。学校と家庭、地域が一体となった教育活動を推進し、

その充実を図ります。 

 

③ 地域人材の積極的な活用の推進 

地域人材を活用した教育活動を支援するため、人材バンクの充実や学校園のニーズと学校支援

者の橋渡しをする地域コーディネーターを育成します。 

地域人材を活用した授業展開や、地域ぐるみで子どもを育てる学校と地域の連携を支援し、「ふ

るさと意識を醸成する教育」を推進します。 

 

④ 大学等との連携の充実 

関西福祉大学等との連携を強め、学習・生活・部活動等の教育活動への支援を通して、幼児児

童生徒の豊かな学びを支える取組の充実を図ります。 

関西福祉大学教員による市内小中学校教職員への研修や講義、市内小中学校への教育実習生や

ボランティア学生の受入れ等を通じた連携強化により、市内小中学校と大学が相互の教育資源を

活用できる体制を構築し、児童生徒への教育活動の充実を図ります。 

 

〈主な目標指標〉 

指 標 単位 令和元６年度 
令和712年度 
（目標値） 

地域人材を活用した取組数 回 ３７ ９７ 
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実践目標９ 学校施設の整備 

① 社会情勢の変化に対応した施設整備 

学校施設の照明器具のＬＥＤ化等脱炭素を意識した施設整備を推進します。 

 

① ② 長寿命化の視点にたった整備 

学校施設の長寿命化方針を示した個別施設計画に基づき、施設の老朽化に伴う改修を計画的に

進め、児童生徒が過ごしやすい安心・安全な環境づくりを推進します。 

 

② ③ 予防保全による計画的な整備 

建物劣化や破損などによる事案が発生してから保全を行う「事後保全」による改修から、長期

的視点で計画的な修繕を行う「予防保全」の考え方を取り入れ、施設の長寿命化を推進します。 

 

③ 学校給食センターの建替整備 

安心・安全な学校給食を安定的に提供するため、老朽化している学校給食センターの建替整備

を進めます。 

 

実践目標１０ 情報教育環境の向上 

① 学校ＩＣＴ環境の整備と活用 

第２期ＧＩＧＡスクール構想※を実現するため、１人に１台配布しているタブレット端末等の

ＩＣＴ機器が安心・安全・快適に活用できるようＩＣＴ環境の整備を更に進めるとともに、ＩＣ

Ｔを有効活用した学習活動の工夫・改善を推進します。 

 

※ ＧＩＧＡスクール構想：Ｐ７の注釈参照 
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基本施策２ 未来を拓く青少年の若い力を育てる 

 

 施策の取組  

実践目標１ 青少年健全育成の推進 

① 青少年の好ましい環境づくりの構築 

青少年が好ましい環境で成長できるよう、学校・家庭・地域社会が緊密に連携し、一体となっ

たネットワークシステムの構築を図ります。 

青少年が健やかに育つ環境を地域全体で構築するため、各中学校区での地域サポートチーム会

議を継続的に開催し、支援が必要な児童生徒や家庭への具体的な支援策を協議するとともに、福

祉や医療等の関係機関との連携を強化していきます。 

 

② 地域ふれあい活動の推進 

地区ふるさとまつりや三世代交流事業、地域美化清掃活動など、青少年が参加する地域行事や

ボランティア活動を推進します。 

 

③ 地域社会と協働した事業の推進 

民生委員児童委員や主任児童委員、青少年育成推進委員をはじめとする地域社会の関係者と協

働した青少年健全育成推進事業を推進しますて青少年の健全育成に取り組むとともに、巡回補導

活動や「ながら見守り」、各地区におけるあいさつ運動への協力を進めます。 

 

実践目標２ 家庭教育の充実 

① ＰＴＡ活動への支援 

ＰＴＡ活動を地域とともに支援し、家庭教育学級等を通して、家庭の教育力の向上を図ります。 

 

② 学校園・地域の協働文化の構築 （再掲） 

幼稚園での評議員会や小中学校に設置した学校運営協議会において、目指す学校園づくりを共

通理解し、学校・家庭・地域社会が一体となってよりよい教育の実現に取り組みます。 

 コミュニティ・スクール※を中心に地域と連携し、引き続き子どもの学びと成長を支援します。

あわせて、学校園と地域が協働し、地域資源を活かした教育活動を支援することで、より安心・

安全で開かれた教育課程の実現を目指します。 

 

※ コミュニティ・スクール(学校運営協議会制度)：P19の注釈参照 

 

実践目標３ 指導相談活動の充実 

① 指導・相談活動の充実 

不登校やいじめ問題などの児童生徒が抱える悩みや課題に対して、いつでも対応できるように、

心の専門家としてのスクールカウンセラーを各校に配置し、相談・支援体制の充実を図ります。 
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不登校やいじめ問題等、児童生徒の心のケアや課題解決を支援するため、スクールカウンセラ

ーと教員の連携を図り、安心して学校生活が送れるようにサポートします。また、保護者や教職

員への相談体制を整備し、学校全体の相談機能の充実を図ります。 

 

〈主な目標指標〉 

指 標 単位 
令和元６年

度 
令和712年度 
（目標値） 

スクールカウンセラーの各校配置（連携校を含む） 校 15 15 

「いじめ」を否定する児童生徒の割合 ％ 97.3 100 
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実践目標４ 教育と福祉の連携充実 

① スクールソーシャルワーカーとの協働による相談体制の充実 

児童生徒に対する身体的虐待やネグレクト等、学校だけでは解決困難な課題に対して、学校・

家庭・地域・関係機関の連携を強化を図りし、総合的な課題解決への調整役としてのスクールソ

ーシャルワーカーのを活用による課題解決を目指します。また、児童生徒や保護者が困難に直面

した際、迅速に相談できるよう、各学校でスクールソーシャルワーカーの相談支援体制の周知啓

発を進めます。 

 

〈主な目標指標〉 

指 標 単位 
令和元６年

度 
令和712年度 
（目標値） 

スクールソーシャルワーカーの各中学校区配置 校 5 5 

「自己肯定感」を感じる児童生徒の割合（再掲） ％ 84.3 90.0 

 

実践目標５ 学ぶ機会の保障 

① 教育関係施設との連携 

関西福祉大学等市内の教育関係施設においてと連携し、市民に対して福祉やボランティアのに

関する学習の場が有効効果的に提供されるよう、連携した取組を進めます。 

 

② キャリア教育※の充実 

    児童生徒一人ひとりの社会的・職業的自立に向け、必要な基盤となる能力や態度を育てること

を通して、キャリア形成を支援するキャリア教育※を推進し、児童生徒が自分の将来の生き方に

夢と希望を持てる学習活動を推進します。 

    児童生徒一人一人の社会的・職業的自立に向け、キャリアパスポートの一層の活用や「トライ

やる・ウィーク」等の体験学習を通じて、子どもたちが夢や目標を持ち、具体的な計画を立てて

実現に向けて進む力（キャリアプランニング能力）を育みます。 

 

 ※ キャリア教育：Ｐ29の注釈参照 

 

 

 

 

 

 

赤穂西中学校「福祉体験学習」 
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重点目標２ 歴史や文化、スポーツを通じた市民が活躍できる地域コミュニティの構築 

 

基本施策１ 生涯にわたり主体的に学び楽しめる環境をつくる 

 

 施策の取組  

実践目標１ 子育て支援の充実 

① 子育て学習活動の充実 

子育ての負担感の緩和や親の仲間づくりを支援するため、未就園児とその親が気軽に集い、交

流を図る場の提供や子育てに関する悩み等を気軽に相談できる場の提供により、子育て中の親を

支援し、自主的・主体的に生きる子どもの育成に努めます。 

 

② 放課後児童の健全な育成の取組 

保護者が放課後に就労等により家庭にいない児童が健やかに成長できるように適切な遊びや

生活の場を提供するアフタースクールや、地域の方々の協力を得て子どもたちが学習や交流活動

を行い安全で安心して過ごせる場を提供する放課後子ども教室等を実施し、安全な居場所の確保

と児童の健全な育成に取り組みます。 

 

③ 学校給食費の負担軽減の取組 

学校給食センターが学校給食を提供する第３子以降の園児、児童生徒の学校給食費を負担する

保護者に対して、学校給食費を補助児童生徒の給食費を無償化するとともに、全ての園児、児童

生徒の給食費を一部無償化するなど、子育て世帯の経済的負担軽減を図ります。 

 

〈主な目標指標〉 

指 標 単位 令和元６年度 
令和712年度 
（目標値） 

アフタースクール登録児童数 人 486537 620568 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                        子育て学習センター 

「親子で楽しくリトミック」 
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実践目標２ 生涯学習の推進 

① 生涯学習機会の充実 

子どもから高齢者まで人生 100 年時代※に対応した市民の学習ニーズや地域の実情に応じた公

民館講座を開設するなど様々な学習機会を提供します。 

 

※ 人生100年時代：Ｐ８の注釈参照 

 

② 市民の自主的な学習活動の支援 

地域住民が学習活動を行う団体を新たな公民館登録サークルとして認定し、活力ある地域コミ

ュニティの形成に繋げます。 

 

③ 総合的な生涯学習推進体制の整備 

市民一人ひとり一人の生涯学習への意欲を高めるとともに、学習活動への参加を促進するため

に、多様化する市民ニーズに対応した生涯学習の推進体制を整備します。 

 

④ 公民館登録サークルへの参加呼びかけ 

公民館登録サークルの担い手が高齢化していることから、公民館登録サークルの活動内容等の

情報発信を行い、市民の幅広い世代に参加を呼びかけます。 

 

⑤ 生涯学習施設の計画的改修 

経年劣化が進む公民館が多い中で、住民が安心・安全に利用できるためにはよう、新型コロナ

ウイルスを想定した「新しい生活様式」に取り組むとともに、社会情勢の変化に対応しながら設

備の見直しを進めることにより、施設の長寿命化を図ります。 

 

〈主な目標指標〉 

指 標 単位 令和元６年度 
令和712年度 
（目標値） 

公民館登録サークル利用者数 人 41,26533,151 43,000 

 

実践目標３ 図書館サービスの充実 

① 計画的な図書の整備 

個人や団体の読書や学習、調査研究を継続的に支援するため、利用者のニーズを把握しながら

計画的な図書の整備・充実を図ります。 

 

② 図書館情報の発信 

市民の読書活動支援・促進のため、新着図書案内の発行や、話題の本・ふるさと情報コーナー

などの設置による特集コーナー、イベント等、図書館情報の積極的な提供・発信に努めます。 
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③ 図書館サービスの充実 

館内図書の貸出・閲覧だけでなく、市民のニーズに合った講座や教室を実施するとともに、東

備西播定住自立圏及び播磨圏域連携中枢都市圏域内の図書館との連携事業や、県内外の図書館と

の相互貸借の推進など、サービスの充実を図ります。 

 

④ 図書館活動の充実 

図書館ボランティアの登録・育成に努めるとともに、図書館を利用する活動団体の育成・支援

を行い、生涯学習機会の充実・創出を図ります。また、学校園所や地域との連携を図りながら、

子どもの読書活動をより一層推進します。 

 

〈主な目標指標〉 

指 標 単位 令和元６年度 
令和712年度 
（目標値） 

図書館における活動団体数 団体 6065 7075 

 

実践目標４ 各種スポーツ施設の充実 

① スポーツ施設の整備 

市民のだれもがそれぞれの体力や年齢、目的に応じて、楽しく安全にスポーツに親しむことの

できる環境を確保するため、市民のニーズに合わせて、地区体育館や学校開放施設等、スポーツ

施設における備品整備の充実を図ります。 

 

② 運動施設の利用促進 

一人でも多くの市民が、それぞれのライフステージに応じたスポーツ活動の機会を充実させる

ため、東備西播定住自立圏域内の公共施設等の情報を提供するとともに、相互利用など広域的な

運動施設の利用促進を図ります。 

 

③ 運動施設の計画的な維持補修・更新 

経年劣化が進んでいるスポーツ施設については、長寿命化計画を策定し、長寿命化の方針を示

した個別施設計画に基づき、施設の老朽化に伴う改修を計画的に進め、安全性と利便性の向上に

努めます。 

 

〈主な目標指標〉 

指 標 単位 令和元６年度 
令和712年度 
（目標値） 

各種スポーツ施設の利用者数 人 506,228517,649 515,000530,000 

スポーツ大会の参加人数 人 16,7658,182 19,00011,000 
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実践目標５ スポーツ活動の推進 

① 生涯スポーツの促進 

市民がそれぞれの目的・年齢・体力に応じてスポーツを楽しみ、健康で豊かな生活を送ること

のできる生涯スポーツの促進を図ります。 

 

② 観光施策との連携 

赤穂の魅力と活気あふれる忠臣蔵のふるさと播州赤穂を全国に発信するために、観光施策と連

携した「赤穂シティマラソン大会」や広域スポーツ大会イベントの開催、また姉妹都市、義士親

善友好都市との交流大会の拡充充実を図ります。 

 

③ スポーツ団体の育成・強化 

身体能力や技術力の向上を目的として、市体育協会などが従来から推進してきた競技大会やス

ポーツ教室を促進するとともに、市体育協会と小学校・中学校スポーツ少年団・高等学校・大学

等との連携による指導体制の充実を図ります。 

 

④ スポーツ指導者の充実 

競技力の向上を目指す市民のために、市体育協会や小学校・中学校・スポーツ少年団・高等学

校・大学等と連携して経験豊かな指導者を確保するとともに、これらの人材を活用した講習会の

開催などにより、スポーツ団体指導者のスキルアップを図ります。 

 

⑤ 部活動の育成・強化地域移行（展開） 

   競技種目の専門的な知識技能を有する外部指導者の活用を充実させ、適切な練習時間や休養日

の設定など、部活動指導体制の適正化を図ります。また、休日の部活動の段階的な地域移行を見

据え、指導や大会への引率を担う地域人材の確保等について検討を進めます。 

   令和６年 12 月の部活動地域移行協議会において、令和８年度内に全ての中学校部活動を地域

に移行（展開）することとしました。今後は、生徒のニーズに応じた種目や活動の提供、受入団

体や指導員確保等の課題の解消・減少に向けて、地域・学校・行政が連携し、地域移行（展開）

を通した地域の活性化を図ります。 

 

⑥ 地域と連携した行事等の開催 

地域の自然を活かした市民の健康づくりとして「赤穂トレックウォーク」や、西播磨県民局に

よる「西播磨山城復活プロジェクト」と連携したイベントを開催し、健康づくりとともに、地域

の自然・歴史などの様々な地域資源にふれあいながら、楽しむことのできるイベントを推進しま

す。 
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〈主な目標指標〉 

指 標 単位 令和元６年度 
令和712年度 
（目標値） 

スポーツ少年団登録者数 人 724578 750 

部活動指導員登録者数 人 2 5 

中学生が活動可能な地域スポーツ・文化芸術受入

団体数 
団体 22 45 

地域の資源を活かした「赤穂トレックウォーク」

等参加者数 
人 

089 

（H30実績 36） 
100 
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基本施策２ 歴史文化遺産を保存継承し未来に向けて活用する 

 

 施策の取組  

実践目標１ 歴史文化遺産の調査研究・保全・整備 

① 歴史資源の保全整備 

国指定史跡赤穂城跡をはじめ、市内各地区の歴史的な特徴を形成している歴史資源の保全整備

を推進し、本市の豊かな歴史文化の魅力を向上させることによって、市民が歴史や文化に親しめ

る環境づくりや、観光振興にも積極的に活用できるよう取組を進めます。 

 

② 各種文化財の調査研究 

二つの日本遺産※をはじめ、本市の多様で豊かな歴史文化遺産を顕彰するため、様々な文化財

の掘り起こしと調査研究を推進し、調査成果を記録として刊行するとともに、資料のデジタル化

を推進し積極的な公開と観光振興などに活用を図ります。また、重要なものについては指定文化

財等に指定し、その保存と顕彰に努めます。 

 

※ 日本遺産：Ｐ12の注釈参照  

 

〈主な目標指標〉 

指 標 単位 令和元６年度 
令和712年度 
（目標値） 

赤穂城跡二之丸庭園整備の進捗率 ％ 74.184.9 95100 

文化財の顕彰・記録の調査報告書通巻号数 号数 93103 105115 

市指定文化財※の指定件数 件数 5354 6065 

 

※ 市指定文化財 

本市の区域に存する文化財のうち、本市にとって重要なものを市指定文化財に指定したもの。市指定文化

財を指定するには、あらかじめ本市文化財保護審議会に諮問し、調査審議結果の答申に基づき指定される。 

 

実践目標２ 歴史文化遺産の市民への周知積極的な情報発信による歴史文化遺産に触れる機会 

の創出と活用の推進 

① 歴史文化資料の作成・公開・活用の充実 

『図説赤穂市史』や『赤穂市史史料集』など、市の歴史文化に関する書籍や資料を作成し、普

及啓発に努めます。 

 

② 文化財保存・公開施設の充実 

市内各地の文化財等の公開・展示施設の充実・活用を図り、多くの人々が本市の歴史文化に親

しめる環境づくりを推進します。このためにも、施設の適正な維持管理と充実を図るとともに、

企画展示や体験教室等を開催するなど、積極的に市民が歴史文化に触れる機会を提供します。 
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③ 歴史・伝統文化の継承と普及 

人々の生活に根づいてきた生活文化・習俗・祭礼・民俗芸能・生産技術などの地域の伝統文化

は、地域の貴重な歴史文化遺産であるだけでなく、地域の活性化・世代間交流・まちづくりなど、

地域のコミュニティの維持形成にも重要な役割を果たすことが期待されています。このため、伝

統文化の調査と記録を充実するとともに、次世代への継承を支援します。 

 

〈主な目標指標〉 

指 標 単位 令和元６年度 
令和712年度 
（目標値） 

文化財公開施設※の入館（園）者数（6ヵ所） 人 78,85071,661 77,00078,400 

講師等の派遣回数（年間） 回 2933 40 

 

※ 文化財公開施設（6ヵ所） 

赤穂城跡本丸櫓門、近藤源八宅跡長屋門、有年原・田中遺跡公園、東有年・沖田遺跡公園、旧坂越浦会

所、有年考古館。 

 

実践目標３ 文化施設と文化芸術活動の充実 

① 文化施設の適切な維持管理 

文化交流、発信の拠点施設である文化会館など各文化施設については、経年劣化が進んでいる

ため、計画的に整備を行い長寿命化を図っていきます。また利用者に快適に施設を利用してもら

えるよう、適切に修繕を実施するなど安心・安全な環境づくりに努めます。 

 

② 文化芸術にふれる機会の充実 

多種多様な方々が鑑賞したいと思う事業、市民文化の向上と芸術家育成のための事業などを実

施するとともに、広く情報発信し、市民が多様な文化芸術に触れ、親しむ機会を充実します。ま

た市民の文化芸術活動の機会を創出し、市民文化意識の向上を図ります。 

 

③ 市民の文化活動の支援・育成 

芸術文化の担い手の育成支援や奨励金等による活動の支援、自主的に文化芸術活動を行う団体

が活動を発表できる場と機会を設けるなど、市民の文化活動の振興と奨励を図ります。 

 

〈主な目標指標〉                       

指 標 単位 令和元６年度 
令和712年度 
（目標値） 

市民一人当たりの文化会館利用回数 回 2.01.5 2.52.4 
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実践目標４ 特色ある文化活動の推進 

① 歴史講座の開催と資料等の収集・展示 

本市の歴史遺産や文化遺産に関する講座を開催し、郷土愛を深めるとともに、本市ゆかりの関

係資料を収集・展示し情報発信に努めます。 

 

〈主な目標指標〉 

指 標 単位 令和元６年度 
令和712年度 
（目標値） 

歴史講座等の実施回数 回 2 2 
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文化会館「赤穂市民文化祭」 


